
サウンディング調査 質問の趣旨（官民連携方式） 

※「質問の趣旨」は、市が確認したい観点を簡潔に示すものです。 

No. 回答区分 調査項目 質問の趣旨 

1 必須 参入意向・成立可能性について 
官民連携方式への参入意向と、事業成立に必要とな

る基本条件を確認するものです。 

2 必須 建設用地の条件について 
施設整備に必要な用地・インフラ条件と、行政に求

められる支援の程度を確認するものです。 

3 任意 計画施設の概要について 

想定する施設の規模・処理能力・供用期間等を把握

し、本市の処理需要に適合する施設計画か確認する

ものです。 

4 対話時確認 処理フローについて 
搬入から残渣処分までの処理工程と、具体的な処理

方法を確認するものです。 

5 必須 受入可能な廃棄物の種類について 
本市のごみの受入可否と受入基準、将来的な処理対

象拡大の可能性を確認するものです。 

6 必須 受入可能量・最低必要量について 
本市ごみの受入可能量と、事業成立に必要な最低処

理量・最低保証等の条件を確認するものです。 

7 必須 ごみ量減少への対応について 
将来のごみ量・ごみ質の変化への対応可能性と、長

期的な事業成立に必要な条件を確認するものです。 

8 任意 事業スキーム・役割分担について 
想定する事業スキームと、行政・民間事業者の役割

分担を確認するものです。 

9 必須 契約期間・更新について 
長期的な事業継続が可能な契約期間と、更新・見直

し・終了時の考え方を確認するものです。 

10 必須 処理単価・価格改定について 
処理に要する費用の範囲、運搬費用の負担及び将来

の価格改定の考え方を確認するものです。 

11 対話時確認 契約解除・受入停止について 
契約継続が困難となる場合の条件と、代替処理・責

任分担等の考え方を確認するものです。 

12 任意 整備・更新・インフラ負担について 
施設整備・更新やインフラ整備に係る費用負担と、

行政に求められる支援を確認するものです。 

13 任意 収集運搬・積替え条件について 
本市から施設までの収集運搬・搬入条件と、必要と

なる体制・費用負担を確認するものです。 

14 任意 焼却残渣等の処分について 
焼却灰等の処分・資源化方法と、処分先・費用負担

の確実性を確認するものです。 

15 対話時確認 通常時の安定処理について 
定期修繕や通常故障等が生じても、安定して処理を

継続できる体制を確認するものです。 

16 必須 処理不能時の代替処理について 
災害や重大故障等による処理不能時の代替処理体制

と、その実効性を確認するものです。 

17 任意 災害廃棄物の受入について 
災害廃棄物の受入可能性と、平時の一般廃棄物処理

との両立・優先順位を確認するものです。 

18 任意 財務・運営体制について 
長期的な事業履行を支える財務基盤・運営体制・類

似事業実績を確認するものです。 

19 任意 
必要手続・スケジュールについて

（必要な許認可・行政手続） 

事業化に必要な許認可・行政手続と、事業開始まで

の期間・工程上の課題を確認するものです。 

20 対話時確認 環境保全対策について 
周辺環境への影響を抑える対策と、モニタリング・

情報公開の考え方を確認するものです。 

21 対話時確認 資源循環・脱炭素について 
資源循環、エネルギー利用及び脱炭素に関する取組

の可能性を確認するものです。 

22 必須 
一般廃棄物・産業廃棄物の一体処理

について 

一般廃棄物と産業廃棄物を一体処理する場合の適正

な管理、一般廃棄物処理の確実性及び住民理解への

対応を確認するものです。 



No. 回答区分 調査項目 質問の趣旨 

23 任意 地域貢献・地域還元について 
官民連携によって期待できる地域経済への効果や地

域還元策、その実現可能性を確認するものです。 

24 任意 地元調整・住民理解について 
施設整備・運営に伴う地域との合意形成について、

行政と民間事業者の役割分担を確認するものです。 

25 必須 他自治体との連携可能性について 

高梁市単独及び他自治体を含む場合の事業成立可能

性と、必要となる処理規模・条件を確認するもので

す。 

26 任意 
事業開始までの工程について（全体

工程） 

事業者選定から施設稼働までに必要な期間と、事業

開始時期を左右する主要工程を確認するものです。 

27 必須 最大の課題・行政への要望について 
事業成立・継続上の主要な課題と、本市が事前に整

理・対応すべき条件を確認するものです。 

28 必須 重要条件の優先順位について 
民間事業者が事業化を判断する際に重視する条件

と、その優先順位を確認するものです。 

29 必須 事業成立の見通しについて 
各条件を踏まえた官民連携方式の総合的な成立可能

性と、その判断理由を確認するものです。 

30 対話時確認 リスク分担について 

長期事業で想定される主要なリスクについて、行政

と民間事業者の適切な分担の考え方を確認するもの

です。 

31 任意 自由提案 
市が想定していない提案、課題、技術・事業手法等

を幅広く把握するものです。 

 


